
2022年12月23日

貸借対照表　(2022年9月30日現在)
（単位：百万円）

730,252 610,000

現 金 0 90,282

預 け 金 730,251 11,000

471,548 借 入 金 11,000

国 債 90,688 983,171

地 方 債 60,340 7,535

社 債 320,514 未 払 法 人 税 等 296

株 式 4 未 払 費 用 123

そ の 他 の 証 券 1 金 融 派 生 商 品 962

524,553 金融商品等受入担保金 6,120

証 書 貸 付 520,053 未 払 金 28

当 座 貸 越 4,500 そ の 他 の 負 債 4

7,402 59

前 払 費 用 26 178

未 収 収 益 669 1,000

金 融 派 生 商 品 5,897 1,703,228

金融商品等差入担保金 640

中央清算機関差入証拠金 91 14,000

そ の 他 の 資 産 77 3,932

67 資 本 準 備 金 3,932

建 物 33 10,434

その他の有形固定資産 34 利 益 準 備 金 297

353 そ の 他 利 益 剰 余 金 10,137

ソ フ ト ウ ェ ア 353 繰 越 利 益 剰 余 金 10,137△21 28,367△862
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1,734,156 1,734,156

資 本 金

信 託 勘 定 借

現 金 預 け 金

金 額科 目 科 目金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

コ ー ル マ ネ ー

債券貸借取引受入担保金

借 用 金

負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

退 職 給 付 引 当 金

有 価 証 券

賞 与 引 当 金

貸 出 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 負 債

そ の 他 資 産
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日 証 金 信 託 銀 行 株 式 会 社

代 表 取 締 役 社 長 織 立 敏 博

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

資 本 剰 余 金

純 資 産 の 部 合 計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金



2022年4月1日から

2022年9月30日まで

（単位：百万円）
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586中 間 純 利 益

税 引 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

資 金 運 用 収 益

科 目

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息

借 用 金 利 息

金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

コ ー ル マ ネ ー 利 息

そ の 他 の 経 常 収 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

金 額

中間損益計算書

信 託 報 酬

経 常 収 益

経 常 利 益

そ の 他 経 常 費 用

営 業 経 費

そ の 他 の 経 常 費 用

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 の 役 務 収 益

国 債 等 債 券 売 却 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 収 益

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

コ ー ル ロ ー ン 利 息

預 け 金 利 息

そ の 他 の 受 入 利 息

経 常 費 用

そ の 他 経 常 収 益

そ の 他 の 役 務 費 用

国 債 等 債 券 売 却 損



個別注記表  
 

重要な会計方針  

1 有価証券の評価基準および評価方法 
満期保有目的債券 移動平均法による償却原価法（定額法）によって行っております。 
その他有価証券  
 市場価格のない株式等以外
のもの 

時価法により行っております。評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。 
 市場価格のない株式等 移動平均法による原価法により行っております。 

2 デリバティブ取引の評価基準および評価方法 
デリバティブ取引の評価方法は時価法により行っております。 

3 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産（リース資産を除く。） 

有形固定資産は、定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く。）ならびに 2016年 4月 1日
以後に取得した建物附属設備および構築物については定額法）を採用しております。 
また、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建 物 8年～46年 
その他 4年～20年 

 
(2) 無形固定資産（リース資産を除く。） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。 
 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5~7 年）に基づい
て償却しております。 

4 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。「銀

行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日

本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第 4 号 2022 年 4 月 14 日）に規定する正常先
債権および要注意先債権に相当する債権については、一定の種類ごとに分類し、今後 1年間の
予想損失額を見込んで計上しております。予想損失額は、3年間の貸倒実績率の平均値または
各債務者に付与した社内格付毎の倒産確率に基づき損失率を求め、これに必要な修正を加え

て算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能

見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上し

ております。破綻先債権および実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保

の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が一次査定、リスク管理部署

が二次査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査

定結果に基づいて上記の計上を行っております。 
(2) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のう

ち、当中間期に帰属する額を計上しております。 
(3) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額

に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 

5 ヘッジ会計の方法 
  金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、原則として「金融商品に関する

会計基準」等に規定する繰延ヘッジによっております。なお、繰延ヘッジについては、ヘッジ手

段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一である場合には、ヘッジ手法に高い有効性が見込まれ

ることから、有効性の判定は省略しております。また、一部の金融資産・負債から生じる金利リ

スクをヘッジする目的で、金利スワップの特例処理を適用しております。 



 上記のヘッジ関係のうち、「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」（実務対
応報告第 40 号 2022 年 3 月 17 日）の適用範囲に含まれるヘッジ関係のすべてに、当該実務対
応報告に定められている特例的な取扱いを適用しております。当該実務対応報告を適用している

ヘッジ関係の内容は、以下のとおりであります。 
  ヘッジ会計の手法：繰延ヘッジ処理あるいは金利スワップの特例処理によっております。 
  ヘッジ手段：金利スワップ 
  ヘッジ対象：貸出金、借入金、有価証券 
  ヘッジ取引の種類：キャッシュ・フローを固定するもの、相場変動を相殺するもの 
 
会計方針の変更  
 
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2021 年 6 月 17 
日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当中間会計期間の期首から適用し、時価算定会

計基準適用指針第 27－2 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定め
る新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、中間財務諸表に与える影

響はありません。 
  
 
注記事項  
 
（中間貸借対照表関係） 

1 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 

2 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。

なお、債権は、貸借対照表の貸出金、「その他資産」中の未収利息及び仮払金の各勘定に計上され

るものであります。 
 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 －百万円 
危険債権額 －百万円 
要管理債権額 －百万円 
 三月以上延滞債権額 －百万円 
 貸出条件緩和債権額 －百万円 
小計額 －百万円 
正常債権額 524,555百万円 
合計額 524,555百万円 

 
 破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申

立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であり

ます。 
 危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、

契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権

及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。 
 三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸

出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 
 貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で

破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであ

ります。 
 正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、破産更生債権及



びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和債権以外のものに区分

される債権であります。 
 なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 
 

3 担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に供している資産 
 有価証券 464,252百万円 

 貸出金 518,824百万円 
担保資産に対応する債務  
債券貸借取引受入担保金 90,282百万円 

 この他、信託業法第 11条に規定する供託金として、現金 25百万円を差し入れております。 
 
 

4 当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について

違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約

に係る融資未実行残高は、18,850百万円であります。また、これらの契約はすべて原契約期間が
1年以内であります。 
 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そ

のものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これら

の契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全およびその他相当の事由があるときは、当社が

実行申込を受けた融資の拒絶または契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられて

おります。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約

後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直

し、与信保全上の措置等を講じております。 
 
 

5 有形固定資産の減価償却累計額       114百万円 
 
 

6 単体自己資本比率（国内基準）       77.41％ 
 
 
 
 
（中間損益計算書関係） 

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
 
 
 
（金融商品関係） 
1 金融商品の時価等に関する事項 

2022年 9月 30日における中間貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次のとおりであ
ります。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注 1）参照）。
また、現金預け金、コールマネー、債券貸借取引受入担保金、信託勘定借およびその他資産・負債

のうち金融商品に該当するものは、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、

注記を省略しております。 
 



 
   （単位：百万円） 

 中 間 貸 借 対 照 表  
計 上 額  時 価  差 額  

有価証券  471,543 471,543 －  
貸出金  524,553   
貸倒引当金（※1）  △21   
貸出金計  524,532 524,529 △2 

資産計  996,075 996,073 △2 

借用金  11,000 11,000 －  
負債計  11,000 11,000 －  

デリバティブ取引 (※2)    
ヘッジ会計が適用され

ているもの  4,934 4,934 －  

デリバティブ取引計  4,934 4,934 －  
(※1) 貸出金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しております。 
(※2) デリバティブの取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については、 ( ) で表示しております。 
 
（注 1）市場価格のない株式等及び組合出資金の中間貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商

品の時価情報の「有価証券」には含まれておりません。 
 （単位：百万円） 

区 分  中間貸借対照表計上額  

非上場株式（※1）  4 
組合出資金（※2）  1 

(※1) 非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 19号 
2020年 3月 31日）第 5項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

(※2) 組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 
2021年 6月 17日）第 24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

 
2 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 
  金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3
つのレベルに分類しております。 
レベル 1の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により

算定した時価 
レベル 2の時価： 観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル 1のインプット以外の時価

の算定に係るインプットを用いて算定した時価 
レベル 3の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 （1）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品 

   （単位：百万円） 

区 分 
時  価 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 
有価証券（その他有価証券） 90,688 380,855 － 471,543 
 国債・地方債 90,688 60,340 － 151,028 
 社債 － 320,514 － 320,514 
デリバティブ取引 － 5,897 － 5,897 
 金利関連 － 5,897 － 5,897 

資産計 90,688 386,752 － 477,441 
デリバティブ取引 － 962 － 962 
 金利関連 － 962 － 962 

負債計 － 962 － 962 
 
（2）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

   （単位：百万円） 

区 分 
時  価 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 
貸出金 － 518,824 5,705 524,529 

資産計 － 518,824 5,705 524,529 
借用金 － 11,000 － 11,000 

負債計 － 11,000 － 11,000 
 
 （注 1）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 
 
 資産 

有価証券 
    有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル 1の

時価に分類しており、主に国債が含まれます。公表された相場価格を用いていたとしても市場

が活発でない場合にはレベル 2の時価に分類しております。主に地方債、社債がこれに含まれ
ます。 

 
  貸出金 
    貸出金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態

が実行後大きく異なっていない場合は、時価と帳簿価額が近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。また、固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に

基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利で割り引いて時価を算定しております。これら

の時価の算定にあたっては信用リスク等を考慮しており、観察できないインプットによる影響

額が重要な場合はレベル 3の時価、そうでない場合はレベル 2に分類しております。 
  
負債 
借用金 

    借用金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また当社の信用状態は実

行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該

帳簿価額を時価としております。また、固定金利よるものはすべて短期であるため、時価は帳

簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。これらについては、レ

ベル 2の時価に分類しております。 
  
 
 



 
 
デリバティブ取引 

    デリバティブ取引は、店頭取引による金利スワップであり、公表された相場価格が存在しな

いため、取引の種類や満期までの期間に応じて割引現在価値法を利用して時価を算定しており

ます。観察できないインプットを用いていない又はその影響が重要でないためレベル 2の時価
に分類しております。 

 
 （注 2）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル 3の時価に関する情報 
    

該当ありません。 
 
 
 
 
（有価証券関係） 

中間貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金が含まれております。 
 

1 満期保有目的の債券（2022年 9月 30日現在） 
該当ありません。 
なお、当中間会計期間中に、従来、「満期保有目的の債券」に区分していた国債の全額（1,510

百万円）を、資金運用方針の変更に伴い「その他有価証券」の区分に変更しております。この変

更による有価証券評価額の変動額は相対的に小さく、これが計算書類に与える影響は軽微であり

ます。 
 
 
2 その他有価証券（2022年 9月 30日現在） 

（単位：百万円） 
 

種 類  中間貸借対照表  
計 上 額  取得原価  差 額  

中間貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの 

債券  52,515 47,629 4,886 
（国債）  42,089 37,211 4,877 
（地方債）  －  －  －  
（社債）  10,426 10,417 9 
その他  4,001 4,000 1 

小計  56,516 51,629 4,887 

中間貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の 

債券  419,028 425,159 △6,131 
（国債）  48,599 53,626 △5,027 
（地方債）  60,340 60,463 △123 
（社債）  310,088 311,068 △980 
その他  －  －  －  

小計  419,028 425,159 △6,131 
合 計  475,544 476,788 △1,243 

  上表の「その他」は譲渡性預け金になります。 
 
  



 
（税効果会計関係） 
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

（単位：百万円）  
（繰延税金資産）  

貸倒引当金 6 
賞与引当金 18 
減価償却償却超過額 12 
退職給付引当金 54 
その他有価証券評価差額金 1,877 
繰延ヘッジ損益 1,017 
その他 37 

繰延税金資産合計 3,024 
（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △1,496 
繰延ヘッジ損益 △2,528 

繰延税金負債合計 △4,025 
繰延税金資産（負債）の純額 △1,000 

 
 
 
（1株当たり情報） 

 
1株当たりの純資産額         77,320円 49銭 
1株当たりの中間純利益金額       1,465円 16銭 



(単位：百万円)

負 債

2,957 特 定 金 銭 信 託 1,953,201

1,470,626 金銭信託以外の金銭の信託 1,464,851

国 債 609,334 有 価 証 券 の 信 託 95,665

地 方 債 37,224

社 債 115,338

外 国 証 券 708,728

93,620

1,400

2,038

304,000

983,171

655,904

3,513,718 合 計 3,513,718

（注）1．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　2．元本補填契約のある信託については、2022年9月30日現在取扱残高はありません。

中間信託財産残高表（2022年9月30日現在）

資 産

有 価 証 券

合 計

現 金 預 け 金

銀 行 勘 定 貸

コ ー ル ロ ー ン

そ の 他 債 権

受 託 有 価 証 券

金 銭 債 権

金    額 金    額

貸 出 金

 


